
宮崎県における農業法人の概要について

令和５年１月１日現在

宮崎県農政水産部農村振興局担い手農地対策課



• 令和５年１月１日時点の農業法人数は、「耕種」で４７８法人、「畜産」で４３２法人の合計９１０法人となっており、全体的に増加傾向にある。

• 法人形態は「株式会社」が５３.２％、「有限会社」が３３.５％で全体の８割を占め、「営農地域」は北諸県が２３.０％で最も多く、次いで中部の２１.１％の順に多い。

• 経営作目の法人数では「施設園芸」が１８.５％と最も多く、次いで露地園芸の１７.５％、養鶏の１７.３％の順となっている。

１ 農業法人数の推移と構成
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宮崎県内における農業法人数の推移
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• 法人分類としては、農地を所有することができる「農地所有適格法人」が６１.０％と過半数を占めている。

• 農事組合法人区分では、「１号」が３３.３％と最も多く、次いで「１＋２号」の３１.７％、「２号」の３０.０％の順に多い。

• 法人形態としては「農地所有適格法人」と「一般法人」で、共に「株式会社」が５割以上の最多で、次いで「有限会社」、「農事組合法人」の順となっている。

２ 農業法人の分類と法人形態
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• 耕種部門の主な経営品目としては「野菜（露地）」が２８.９％と最も多く、次いで「野菜（施設）」の２０.７％、「水稲」の１０.５％の順に多い。

• 畜産部門では「養鶏」が３６.３％と最も多く、次いで「肉用牛」の３３.８％、「養豚」の２４.３％の順に多い。

• 営農地域では、耕種は「中部」が１５３法人と最も多く、畜産は「北諸県」が１１８法人と最も多い。

３ 耕種・畜産別の農業法人と営農地域
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• 雇用者数の推移は増加傾向にあり、Ｒ５では「常時雇用」が７,３２４人、「臨時雇用」が３,６６３人の合計１０,９８７人となっている。

• 「障がい者を雇用している法人」は７.８％の７１法人となっている。

• 「外国人材を雇用している法人」は１５.５％の１４１法人となっている。

４ 雇用状況
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農業法人の雇用者数推移
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• 他産業からの参入法人数は増加傾向にあり、Ｒ５では「県内企業」が１２０法人、「県外企業」が４０法人の計１６０法人となっている。

• 業種別では「建設業」が２０.６％と最も多く、次いで「食品製造業」１８.８％、営農地域は「北諸県」が２８.８％と最も多く、次いで「中部」が２７.５％となっている。

• 畜産の参入法人は「肉用牛」と「養鶏」が３２.６％が同率で最も多く、耕種では「野菜（露地）」が４２.１％と最も多い。

５ 他産業からの農業参入
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